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1．はじめに
　今年の春で震災から 7年が過ぎ，関心が薄れ
てきている東日本大震災であるが，福島県の原
発周辺市町村では，今でも 52,379 人（2017 / 

11 / 30）の方々が避難生活を続けている。₁そし
て，東京電力福島第一原子力発電所の廃炉作業
には，平日1日あたり約5,000人（2017 / 11 / 14）
の作業員が従事している。₂ 廃炉終了まで 40 年
と言われる長い復興への道を歩んでいる。
　今回は，あの震災直後から学校再開までの福
島高専における SNSを中心とした ICTシステ
ムを効果的に活用できた事例について報告する。
2．震災時における学校での ICTの活用
　福島高専のある福島県いわき市は東北では仙
台市に次ぐ規模の中核市である。2011 年 3 月
の東日本大震災において，約 1ヶ月以上にわた
り水道が断水し，東京電力福島第一原発から約
30－60 km圏内で，震災直後から4月頃までに，
いわき市民の約半数の15万人以上が避難した。
高専の学生も，約 7割近くが一時自宅からはな
れ避難した。₃

⑴　福島高専の学内 ICTシステム
　本校では，2008 年から学生支援の目的で eラ
ーニング 2.0 として学内 SNS（マルティメディ
ア・コミュニケーション・サービス　略して
MCS），Gmail，WIKI，動画共有，LMSなどの
ICT教育を展開してきた。₄ 具体的には部活動
や学生会活動，授業や学級運営等で情報共有に
利用されている。東日本大震災時はまだ導入か

ら 3年目で全学生が利用してはいなかったが，
MCSは，大規模震災時に教育の効果を発揮し
コミュニケーションツールとしての役割を果た
した。 

⑵　福島高専震災直後の対応
　震災発生時の 2011 年 3 月 11 日，全教員は会
議中であった。終業式はすでに終了し学生は登
校しておらず，学生の所在は不明であった。本
震の揺れがおさまり教員は解散した。私は，今
後安否確認が重要になると考え，すぐに ICT
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表1　安否確認1日目（2011 / 3 / 11）
時

14：50

15：10

15：13

15：40

事象

震災直後は，一時的な停電はあったが電気は復
旧し，インターネットも接続可能なことが確認
できた。

WEBサーバ関連を調査し，MCSのサーバが
停止していることが判明し，復旧を開始し動作
させた。

担任のクラスの学生，担当の部活動の学生につ
いて，MCSを利用して安否確認を開始した。

MCS登録者に対して安否確認の許可を管理者
から得て，図1のように全登録者にメッセー
ジを送った。

図1　MCS全参加者への連絡

18：59 学校の危機管理室が立ち上がり，ICTによる学
生の安否確認の支援の依頼が正式にあった。
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幕府が外国船輸入を解禁し，手間暇かかる自家
製の不経済が自覚されたからである。
　三重津海軍所は佐賀藩の近代的海軍の拠点と
なり，幕末までにオランダ製の輸入軍艦や帆走
船も合わせて 13 隻の艦隊で組織されていた。
　これらの功績を今に伝えるのが，現在の佐賀
市川副町にある「三重津海軍所跡」である。こ
こは日本最古のドッグ跡で，幕末の海軍の様子
や，日本の伝統技術や自然環境を巧みに使った
洋式船の運用法などが，具体的に分かる貴重な
遺跡である。2015 年（平成 27 年）に「明治日
本の産業革命遺産，製鉄・製鋼・造船・石炭産
業」の構成資産の一つとして世界文化遺産に登
録されている。

8．戊辰戦争

　明治維新直前の佐賀藩は，新式銃の訓練を行
ったり，アームストロング式野砲の研究をすす
めたり，海軍の軍事力を高めたり，陸海軍とも
最新最強の軍備を整えていた。佐賀藩兵 40 名
あれば他藩の兵 1000 名に匹敵するとも言われ
る程であった。
　幕末の時世も急転し幕府は崩壊への歩みを速
め，大政奉還，続いて王政復古を迎えることに
なる。これほど高い軍事技術力を持つ佐賀藩だ
ったが，幕末の争いには藩主の病気がちのこと
もあったが，積極的に動こうとはしなかった。
　佐賀藩が官軍への味方を明らかにしたのは，
鳥羽伏見の戦いのほぼ 1か月後の戊辰戦争から
であった。彰義隊を一日にして壊滅させた上野
の戦い，あるいは白虎隊で名高い会津の戦い，
東北の戦い，函館戦争など，佐賀藩は大いに活
躍し，曲がりなりにも「薩長土肥」の一角を占
めることができたのである。

9．あとがき

　幕末の激動期に，国内の争いには余り関心を
示さず，欧米諸国の動向に強い関心を持ち，他

藩に先駆けて西欧の文明を求め，欧米諸国の近
代技術の水準に追いつくことに生涯を捧げた藩
主は，佐賀の鍋島閑叟（直正）であった。幕末
屈指の名君とも言われ，薩摩藩主，島津斉彬と
並び称されるほどの先進的，開明的な藩主で，
二人は母親が姉妹の従兄弟であった。
　産業革命後の工業技術と言えば，なんと言っ
ても鉄製大砲と蒸気機関と蒸気汽船であった。
特に鉄製大砲を外国人の手を借りることなく，
製品輸入することもなく，独学手探りで作ろう
という挑戦は，大変な決意であったと思われる。
それを乗り越えて，トルコ以東で洋式兵器を製
造できるのは佐賀藩のみである，と言わしめた
佐賀藩先人の偉大な功績は，日本の科学技術史
上に燦然と輝くものであろう。日本の産業革命
を成し遂げ，明治維新を推進したのはあるいは
佐賀藩であったかも知れない。
　「学ぶことは合戦と思え」当時の藩士の研究
に対する意気込みには，本当に迫力を感じるも
のがある。死力を尽くすというが，成果が出な
ければ切腹するとまで言わしめる，真剣な態度
や責任感の持ち方などには教えられることが多
かった。
　幕末維新の歴史は，複雑怪奇で変化が激しく
本当に驚かされることが多かった。歴史は権力
者によって作られ，権力者の意向で書かれるこ
とが多いとも言われるが，専門家でない私には
本当の理解は難しいようである。
　私は郷里の佐賀について多少は知っているよ
うな気がしていたが，何冊かの本や資料を読み，
この稿を書くうちに，何も知らなかったに等し
い自分であったことが本当に恥ずかしい。今回
この稿を書いて，幕末期の人間模様や郷里佐賀
について，多少のことを知ることができ，故郷
に対する愛着を一層深くするとともに，古里を
より誇りに思えることを幸せに思うのである。
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システムの確認を実施し，表 1の流れで ICT

を活用し学生の安否確認を開始した。
　震災当日の携帯電話の通話は，繋がりにくい
状態であった。一方，電子メールを含むパケッ
ト通信サービスは大幅な遅延はあるもののパケ
ット通信は可能で，MCSへのアクセスは問題
なかった。図 2は震災後からの一日毎の MCS

のアクセス数とページビュー数で，アクセス数
はその日アクセスした人数，ページビュー数は
MCS内の記事を表示した回数である。震災時
の登録者が約 1000 名で在校生では 4学年まで
の約 800 名前後の学生が登録していた。図 2－
①より，大震災当日の 11 日だけで登録者数の
約 40％にあたる 400 名弱のアクセスの確認が
できた。さらに，情報の授業で利用したメーリ
ングリストを使って学生同士が呼びかけ合って
安否確認を行うクラスもあった。もし，電話で
の安否確認のみであれば，確認作業や情報の集
約に相当の時間がかかったと思われる（当時は
個人情報関係で学生個人の携帯電話番号を集め
ていなかった）。また，学生の中ではすでに断
水情報などを MCSに書き込みを始めるなど，
お互いの生活支援への情報交換も行われた。震
災発生後2日目から，安否確認リストを作成し，

図2　MCSの日々のアクセスした人数と閲覧ページ数

表2　安否確認2日目（2011 / 3 / 12）

図3　一斉メールによる学生全体への連絡

時

11：00

15：42

16：55

事象

学校では，外部へのインターネット回線や固定
電話回線が不通，携帯電話も softbank社以外が
不通になり，安否確認作業は一時中断を余儀な
くされた。

私の Softbank社の携帯に，学生の書き込みが
あることに気付き，すぐに回線の種類と場所を
確認し，NTT docomo社の回線で学校付近の基
地局だとわかった。

Wi-Fiルータを携帯し，ネット回線が利用可能
な場所を探索し，学校から約 3 km地点で接続
できた。全員が参加するメーリングリストを作
成し，学校の状況を説明し，指定されたメール
アドレスに，継続して安否情報を送る為，図 3
のように一斉連絡を行った。

18：23 SNSサービス mixiなど他の関連するソーシャ
ルメディアにも同様に安否情報について情報提
供の投稿をした。
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その後，表2～3のように安否確認を継続した。
⑶　MCSの震災情報コミュニティ
ア　MCSでの情報発信
　安否確認終了後，16 日からネット（県・市の
WEBサイト・ツイッター等）から情報収取し，
MCSに震災情報を提供するコミュニティを準
備し，①～⑦のような役立ち情報の配信を始め
た。

た。また，学生・教員同士が情報を共有するこ
とで，お互い会えなくてもネットで助け合いメ
ンタルヘルスの役割も考えた。その結果，約
300 名／日以上，約 700 名／週を 3週間連続で
学生のアクセスを維持することができた。 

イ　震災時のトピックへアクセスの傾向
　震災前は主に一部の授業や一部のクラス，一
部の部活に関連するトピックスへのアクセスが
多かった。
　表 4～ 5は，震災時の 3～ 4月までにアクセ
スされたトピックの上位である。3月は“放射
線情報”，“安否”，“避難関連”，“緊急時の学校
からの事務的な連絡”，『癒し系のちょっといい
話』であった。4月は，放射線情報へのアクセ
スは減り，“学校からの事務連絡”，“復興関連
のインフラ情報”，“就職活動”に関係するアク
セスが増えた。『癒し系のちょっといい話』は
4月も上位につけた。また，4月は，学生は特
別な理由がない限り出校停止で，対面による学

表4　2011年 3月のMCSトピックのアクセス数

図4　MCS内の震災コミュニティの開設

①ライフライン情報（電気・ガス・水道）②交
通情報・避難情報（給油・高速道路・高速バス・
鉄道）③生活情報（食料販売・店舗医療・風呂・
防犯・炊き出し）④原発・放射線情報（各県の
モニタリング・放射線防護・除染・食品）⑤ボ
ランティア情報⑥マスコミ・お役立ちWEBサ
イトの情報（ローカル FM・震災関連・番組）
⑦元気のでる明るい話題の情報
　これらの情報発信は，学生同士の震災情報の
情報交換と同時に，次の被災状況調査などの実
施にむけて学生との連絡網を保つ目的もあっ

表3　安否確認3〜4日目
事象

学校のインターネット回線・固定電話が復旧，
MCSが利用できるようになり，その旨と安否
未確認リストを MCSに掲載したことをメール
した。（図 2－②）

14 日の朝になると au社の携帯電話回線が復旧
し，au利用者の安否確認がMCSで進み，ついに，
学生全員の安否確認が終了した。

日時

2011
3 / 13
21：58

2011
3 / 14
11：17
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システムの確認を実施し，表 1の流れで ICT

を活用し学生の安否確認を開始した。
　震災当日の携帯電話の通話は，繋がりにくい
状態であった。一方，電子メールを含むパケッ
ト通信サービスは大幅な遅延はあるもののパケ
ット通信は可能で，MCSへのアクセスは問題
なかった。図 2は震災後からの一日毎の MCS

のアクセス数とページビュー数で，アクセス数
はその日アクセスした人数，ページビュー数は
MCS内の記事を表示した回数である。震災時
の登録者が約 1000 名で在校生では 4学年まで
の約 800 名前後の学生が登録していた。図 2－
①より，大震災当日の 11 日だけで登録者数の
約 40％にあたる 400 名弱のアクセスの確認が
できた。さらに，情報の授業で利用したメーリ
ングリストを使って学生同士が呼びかけ合って
安否確認を行うクラスもあった。もし，電話で
の安否確認のみであれば，確認作業や情報の集
約に相当の時間がかかったと思われる（当時は
個人情報関係で学生個人の携帯電話番号を集め
ていなかった）。また，学生の中ではすでに断
水情報などを MCSに書き込みを始めるなど，
お互いの生活支援への情報交換も行われた。震
災発生後2日目から，安否確認リストを作成し，

図2　MCSの日々のアクセスした人数と閲覧ページ数

表2　安否確認2日目（2011 / 3 / 12）

図3　一斉メールによる学生全体への連絡

時

11：00

15：42

16：55

事象

学校では，外部へのインターネット回線や固定
電話回線が不通，携帯電話も softbank社以外が
不通になり，安否確認作業は一時中断を余儀な
くされた。

私の Softbank社の携帯に，学生の書き込みが
あることに気付き，すぐに回線の種類と場所を
確認し，NTT docomo社の回線で学校付近の基
地局だとわかった。

Wi-Fiルータを携帯し，ネット回線が利用可能
な場所を探索し，学校から約 3 km地点で接続
できた。全員が参加するメーリングリストを作
成し，学校の状況を説明し，指定されたメール
アドレスに，継続して安否情報を送る為，図 3
のように一斉連絡を行った。

18：23 SNSサービス mixiなど他の関連するソーシャ
ルメディアにも同様に安否情報について情報提
供の投稿をした。
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生との連絡がとても困難な状況であった。しか
し，学生会において MCSを活用し学生同士で
打ち合わせ，新年度の予算の準備や総会の準備
をスムーズに行うことができた。
⑷　被災状況のオンラインアンケートの実施
　3月 24 日になり，ICTを利用して，被災状
況の把握の為に在校生全員にアンケート調査す
るように指示され，被災状況のアンケート（人
的被害・自宅の被災状況・原子力災害による住
居や通学の方法・寮での生活）を実施した。県
外へ避難している学生も多く，当時の学生の大
半はガラケーで，避難先でのパソコンからのネ
ットアクセスが難しい学生も多いと判断し，
様々な連絡方法で調査ができるように考慮し
た。WEBCLASSの PC版→WEBCLASSの携帯
版→ MCSのコミュニティ→電子メールの順序
を付け，可能な方法で回答するように MCSで
連絡した。大半が県外に避難している中で，図
2－③のように被災状況の確認では約 600 名／
日近い学生が MCSにアクセスし，5日間で在校
生の約 86％の学生から回答を得ることができ
た。また，学生の PCと携帯からのアクセス比
は 4：3で，PCをもって避難していることがわ
かった。また，学生の約 8割がWEBCLASSか
ら回答でき，残りの大半が電子メールでの回答
であった。電子メールでのアンケートの配布に
は，図 5のように電子メールの不在通知の機能
を利用し，被災アンケート内容が受け取れるよ
うに自動応答のメールアドレスを準備し，回答

表5　2011年 4月のMCSのトピックのアクセス数

図5　自動応答によるアンケート文の配信

表6　WEBCLASSで寄せられた要望等の一部

には専用の返信のメールアドレスを準備した。
また，ネットから回答内容は，学校の危機管理
室にも，リアルタイム閲覧できるように設定し
要望を学校側に直接に届けた。これらの情報を
もとに，学校側は，学校再開にむけての今後の
予算申請や方針に役立てることができた。
WEBCLASSからの入力でも約650件近くあり，
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表 6 はその一部であるが，通学・進学・就職・
衣食住・学業・再開などあらゆる事柄について，
生々しいことがらが切実に学校に寄せられた。
⑸　学校再開に向けて
　地域の学校が，次々と TVテロップで学校再
開の情報を流し始めるが，すでに MCSは，震
災時において学校からの学生への情報伝達のメ
ディアとなっていた。同僚の教職員とで，日々
MCSで情報発信を続け，興味関心を惹きつけ，
図 6のように私のページにも 500 名以上／日の
アクセスがあり図 2－⑤よりページビュー数は
下がってもアクセス数は維持し，3月後半から
4月前半の MCSへのアクセス数は非常に高く
保つことができた。4月になり学校再開の話し
合いがあり，図 2－⑥は，担任から「学校再開
の為に必要な被災状況などの最終確認を実施す
る」ことを連絡した時である。5月の GW明け
から学校から再開の日程が連絡されると，ほっ
としたのか学生の日々のアクセス数は減少し
た。学生の意見にも，「学校や友人と情報の連
絡が取れていることで安心できた」などの意見

も多かった。
　震災発生時から学校再開までに福島高専の
ICTが連絡網として活用できた。震災直後から
ICTシステムを利用し，安否確認，震災情報，
被災状況等をやり取りできた。また，日々の学
校生活での活用とシステムの二重化が重要なポ
イントであった。特別な緊急時連絡システムで
なく，日頃から使える情報システムの構築が，
緊急時にはとても大切であることがわかった。
また，率先して行動を起こす学生や教員がいる
場合は，非常に早く情報伝達ができ，教員も学
生も緊急時には自ら考え行動するリーダーの存
在が重要であることが再確認できた。₅

まとめ
　大災害時や避難時に，自分自身の携帯電話が
電池切れ，故障など様々な理由で利用できない
ケースがあり，セキュリティー面の理由で自分
のスマホだけに限定した活用には注意が必要
だ。また，今後大災害時における ICTの活用は，
避けて通れない課題で，学校教育でのスマホの
マナー教育や授業での ICT教育を含め，日頃
からの指導はとても重要になる。そして，震災
中・震災後にはツイッターやフェイスブック，
LINEなどのソーシャルメディアが普及し，今
では当たり前になりつつある。今後も「大震災」
は起こるという前提で，日頃から学校でのサイ
バー空間での繋がり方も大切であることを知っ
て欲しい。

（次号に続く）
参考・引用文献
₁　平成 23 年東北地方太平洋沖地震による被害状況速報，
http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/shinsai-higaijokyo.html

₂　福島第一原子力発電所 労働環境の改善への取組み，
https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/241492.pdf

₃　広報いわき 11 月号 pp. 3 2012
₄　布施雅彦，三浦靖一郎，根本信行，小澤哲，井上賢治，
後藤悠 ,“福島高専における学生支援の為の eラーニング
2.0”，Computer & Education，Vol.026，pp. 24 - 29，2009
₅　布施雅彦，“東日本震災時における福島高専の ICTの活
用”，日本高専学会誌，Vol 20 ⑴，pp. 53 - 58，2015.1

図6　筆者のMCSの日記機能を利用した日々の記事
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生との連絡がとても困難な状況であった。しか
し，学生会において MCSを活用し学生同士で
打ち合わせ，新年度の予算の準備や総会の準備
をスムーズに行うことができた。
⑷　被災状況のオンラインアンケートの実施
　3月 24 日になり，ICTを利用して，被災状
況の把握の為に在校生全員にアンケート調査す
るように指示され，被災状況のアンケート（人
的被害・自宅の被災状況・原子力災害による住
居や通学の方法・寮での生活）を実施した。県
外へ避難している学生も多く，当時の学生の大
半はガラケーで，避難先でのパソコンからのネ
ットアクセスが難しい学生も多いと判断し，
様々な連絡方法で調査ができるように考慮し
た。WEBCLASSの PC版→WEBCLASSの携帯
版→ MCSのコミュニティ→電子メールの順序
を付け，可能な方法で回答するように MCSで
連絡した。大半が県外に避難している中で，図
2－③のように被災状況の確認では約 600 名／
日近い学生が MCSにアクセスし，5日間で在校
生の約 86％の学生から回答を得ることができ
た。また，学生の PCと携帯からのアクセス比
は 4：3で，PCをもって避難していることがわ
かった。また，学生の約 8割がWEBCLASSか
ら回答でき，残りの大半が電子メールでの回答
であった。電子メールでのアンケートの配布に
は，図 5のように電子メールの不在通知の機能
を利用し，被災アンケート内容が受け取れるよ
うに自動応答のメールアドレスを準備し，回答

表5　2011年 4月のMCSのトピックのアクセス数

図5　自動応答によるアンケート文の配信

表6　WEBCLASSで寄せられた要望等の一部

には専用の返信のメールアドレスを準備した。
また，ネットから回答内容は，学校の危機管理
室にも，リアルタイム閲覧できるように設定し
要望を学校側に直接に届けた。これらの情報を
もとに，学校側は，学校再開にむけての今後の
予算申請や方針に役立てることができた。
WEBCLASSからの入力でも約650件近くあり，
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